
阪神水道企業団公告

　条件付き一般競争入札（総合評価落札方式）により契約を締結するので、次のとおり公告する。

　本入札案件は兵庫県電子入札共同運営システム（以下「電子入札システム」という。）を利用し

て行う電子入札案件であり、入札に関する手続については、「兵庫県電子入札共同運営システム利

用規約」及び「兵庫県電子入札共同運営システム阪神水道企業団運用基準」に従って行う。

　なお、本公告に記載のない事項については、「電子入札公告共通事項」及び「施工能力評価型総

合評価落札方式入札説明書」によるものとする。

　　令和６年12月19日

 阪神水道企業団　　　　　　　

企業長　吉　田　延　雄　　　

  阪神水道企業団（以下「企業団」という。）が発注する案件は下記のとおりとする。

工事名

大道取水場　特高受変電設備更新事業



案件情報

契約管理番号

起工番号

工事名

工事場所

工事期間

支払方法

前金払

予定価格

失格基準価格

低入札価格調査

契約不適合責任期間

入札保証金

契約保証金

担保保証金
⑴

⑵

 ア 　設計建設JVの出資比率は、２社の場合の最小出資比率は30％とし、３社以上の場合の最小
出資比率は20％とする。

 イ 　設計建設JVの代表構成員は、出資比率が最も大きい者であること。

⑴

⑵

 ア 　単独企業又は設計建設JVとして設計企業を除くすべての構成員が、企業団における令和
５・６年度競争入札参加資格を有していること。対象施設の建設を行う者（以下「建設企
業」という。）にあっては、電気工事又は建築一式工事に登録されていること。

 イ 　建設企業にあって、受変電設備の工事を実施する建設企業は電気工事に係る特定建設業の
許可を受けていること。

 ウ 　建設企業にあって、受変電設備の工事を実施する建設企業は、平成16年度以降に国、地方
公共団体又はこれらに準ずる機関の発注工事の元請として、特高受変電設備の「設置又は更
新工事の実績」を有すること。なお、共同企業体の構成員としての実績については、出資比
率が構成員数の均等割の10分の6以上のものに限り、同種工事実績として認める。

 エ 　構成員としての建設企業にあって、受電棟の工事を実施する建設企業は建築一式工事に係
る特定建設業の許可を受けていること。

 オ 　構成員としての建設企業にあって、受電棟の工事を実施する建設企業は、平成16年度以降
に国、地方公共団体又はこれらに準ずる機関の発注工事の元請として、鉄筋コンクリート造
の建築物で延べ面積300㎡以上の「建設又は更新工事の実績」を有すること。なお、共同企業
体の構成員としての実績については、出資比率が構成員数の均等割の10分の6以上のものに限
り、同種工事実績として認める。

 カ 　構成員としての建設企業にあって、受電棟の工事を実施する建設企業は、建設業法（昭和
24年法律第100号）に規定する経営事項審査結果の直近の総合評点が建築一式工事について
951点以上で、本契約予定日（令和７年２月下旬）まで経営事項審査結果通知書の有効期間が
あること。

 キ 　構成員又は協力企業としての設計企業（受電棟の工事）は、建築士法第23条の規定に基づ
く一級建築士事務所の登録を行っていること。

 ク 　構成員又は協力企業としての設計企業（受電棟の工事）は、平成16年度以降に国、地方公
共団体又はこれらに準ずる機関の発注工事の元請として、鉄筋コンクリート造の建築物で延
べ面積300㎡以上の設計実績（DB方式の実績を含めても良い）を有すること。

240163

改管事第５号

大道取水場　特高受変電設備更新事業

大道取水場

工事概要

　大道取水場特別高圧受配電設備の取替えを行う。（要求水準書のとおり）

⑴　対象機器
　　特別高圧受配電設備　一式
⑵　施工内容
　　特別高圧受配電設備の設計、製作　一式
　　据付、配管、配線工事　一式
　　受電棟の設計、施工　一式

　個別資格要件事項

契約締結日の翌日から令和10年３月24日㈮まで

３回払い（中間２回）

なし

事後公表

設定あり

適用

阪神水道企業団契約規程第47条（契約不適合責任）のとおりとする。

免除

　契約金額の100分の５以上。ただし、保険会社との間に企業団を被保険者とする履行保証保険契約
（定額てん補、付保割合100分の５以上）を締結した場合は、その保険証書の提出をもって、契約保
証金に代えることができる。

免除

応募方法

単独企業又は設計建設工事共同企業体（以下「設計建設JV」という。） による。
※　参加者の構成については、別紙「参加者の構成等」を参考にすること。

設計建設JVで参加する場合は、次に掲げる事項のいずれにも該当すること。

　共通資格要件事項
　「電子入札公告共通事項」に記載のとおり。

入札参加資格



その他留意事項

スケジュール

現場確認 公告の日から令和７年１月８日㈬正午まで

質問受付期間 令和７年１月15日㈬16時まで

質問回答予定日 令和７年１月22日㈬

電子入札受付期間

電子入札第一日目 令和７年２月７日㈮９時から20時まで

電子入札第二日目 令和７年２月10日㈪９時から15時まで

開札日 令和７年２月12日㈬10時

契約締結予定日 令和７年２月25日㈫

電子入札事項

設計図書の閲覧用
パスワード

令和７年１月15日㈬16時まで

入札公告ページ上の「設計図書に関する質問事項」フォームにより受け付ける。

令和７年１月22日㈬

入札公告ページ上に掲載する。入札参加者は、この回答を必ず確認すること。

電子入札受付期間

⑴ 　条件付き一般競争入札参加申込書（様式第１号。申込者の印を押印のこと。）

⑵ 　個別資格要件事項に記載の施工（履行）実績（様式第２号）

⑶ 　建設業の許可及び経営事項審査結果（様式第４号）

⑷ 　設計企業として一級建築士事務所の登録を受けていることを示す書類（様式任意）

⑸ 　設計建設JV協定書（様式任意） 

⑹ 　施工能力評価型総合評価方式入札説明書記載の資料

紙入札の場合

紙入札受付期間 令和７年２月６日㈭16時までに、問合せ先（提出先）に提出し、承認を得ること。

⑴

⑵ 　電子入札申込時提出書類に記載の書類

電子入札第一日目 令和７年２月７日㈮９時から20時まで

電子入札第二日目 令和７年２月10日㈪９時から15時まで

方法

紙入札の場合 紙入札の承認を得た場合に限る。

紙入札受付期間 令和７年２月10日㈪15時まで

紙入札提出書類

開札日時 令和７年２月12日㈬10時

問合せ先
（提出先）

公告日から令和７年２月６日㈭まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）電子入札システムの稼働
時間内（９時から20時までとする。ただし、最終日は16時まで。）

資料閲覧及び現場確認
　既設完成図書の閲覧及び現場確認希望者は、資料閲覧及び現場確認希望の旨と希望日時を電子
メールで連絡すること。
　　⑴　受付期間　公告日から令和７年１月８日㈬　正午まで
　　⑵　送信先　共通事項問合せ先（提出先）
落札者の決定方法
　別紙、「施工能力評価型総合評価落札方式入札説明書（５　落札候補者の決定方法）」による。

※１　添付書類のファイル容量が１ＭＢを超える場合は、電子入札システム上で資料目録（様式第６号）を送信し、添付
　　書類を次の電子メールアドレス宛に送信又は持参により提出すること。

入札公告ページ上の「設計図書パスワード交付申請」フォームにより受け付ける。
入札公告に記載する入札参加資格を有する方に限りパスワードを返信する。

質問受付期間
及び提出方法

回答予定日

公告日から令和７年２月６日㈭まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）電子入札システムの稼働
時間内（９時から20時までとする。ただし、最終日は16時まで。）

電子入札申込時
提出書類　※１

阪神水道企業団　総務部総務課契約係
〒658-0073　神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号
電話(078)431-1902（直通）
E-mail　keiyaku@hansui.or.jp
問合せ対応は、土・日曜日、祝日を除く平日の９時から16時まで
（ただし、12時から13時までを除く。）

　紙入札（紙の入札書を提出して行う入札をいう。以下同じ。）による入札を希望する者は、やむ
を得ない事情により電子入札システムを使用して入札に参加できない場合のみとする。

紙入札申込時
提出書類

　紙入札参加承認願（様式第５号。電子入札システムを使用できない理由を記載のこと。）

　電子入札システムにより、入札書に工事費内訳書（設計書　様式３号の２）を添付して送信する
こと。入札書、入札書受信確認通知及び入札書受付票は控えとして印刷し、保存すること。ただ
し、工事費内訳書の内容確認のために、工事費明細書（設計書　様式３号の３）の提出を求めるこ
とがある。

　問合せ先（提出先）の対応時間内に入札書及び工事費内訳書（設計書　様式３号の２）を持参に
より提出すること。郵送は認めない。


